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衆議院内閣委員会ニュース 

平成 27.5.29 第 189回国会第 10号 

 

5月 29日（金）、第 10回の委員会が開かれました。 

 

 

（質疑者及び主な質疑内容）

高 井 崇 志君（維新） 

・ギャンブル依存症の定義、実態調査の実施状況及び政府

が実施している対策の内容について伺いたい。 

・旅館業における事例として、延着した小学校の修学旅行

生が 20時以降に飲食する場合、午前零時過ぎの深夜便で

到着した外国人旅行者が飲食する場合及び未就学者が家

族と宴会場で飲食する場合に、風俗営業等の規制及び業

務の適正化等に関する法律の一部を改正する法律案（内

閣提出第 26号）（以下「風営法の一部改正案」という。）

に違反するかを確認したい。 

・法の適用基準が曖昧で担当局長でも答弁に窮しているが、

このような風営法の一部改正案を見直す考えはないか、

山谷国家公安委員会委員長の見解を伺いたい。 

 

輿 水 恵 一君（公明） 

・内閣府が取りまとめている「仕事と生活の調和（ワーク・

ライフ・バランス）レポート」にある労働生産性向上の

方策及びその実現に向けた有村国務大臣の決意を伺いた

い。 

・多文化共生社会について、約 200万人とされる定住外国

人に対する国としての取組及び地域における日系以外の

定住外国人に対する総務省の取組について伺いたい。 

・核兵器のない世界の実現に向けた活動について、核の非

人道性をＰＲするため民間レベルへ活動を拡げることに

ついての政府の見解を伺いたい。 

 

小 沢 鋭 仁君（維新） 

・原子力規制庁は、核施設に対するテロ等の大規模事案を

想定し、警察等との連携を図っているのか否か、現状を

伺いたい。 

・我が国の政府機関に対するサイバー攻撃の現状と、それ 

 

によって生じた支障の有無を伺いたい。 

・クレジットカードに関連して生じた犯罪被害と具体的な

事案、またそれらの被害への政府の対応の現状を伺いた

い。 

 

佐々木 隆 博君（民主） 

・本年５月 20日に発表されたＧＤＰ速報値及びこれに関連

するジニ係数の数値に対する政府の分析について、甘利

国務大臣に伺いたい。 

・親の貧困が子供の学歴に影響し、固定化することへの懸

念に対する甘利国務大臣の見解を伺いたい。 

・一次産業の比率が高い地域は賃金が低い傾向にあること

を踏まえ、地方創生においては一次産業及び中小企業の

再生が重要であるとの認識に対する甘利国務大臣の見解

を伺いたい。 

 

古 本 伸一郎君（民主） 

・これまでに自衛隊が自衛隊法第 76条に基づく防衛出動を

したことがあるかどうか伺いたい。 

・日本銀行が掲げた、消費者物価の前年比上昇率２％を実

現する、という目標に変更がないかどうか伺いたい。 

・円安基調下での財政再建に向けた甘利国務大臣の決意を

伺いたい。 

 

田 嶋   要君（民主） 

・東京電力福島第一原子力発電所事故の際、オフサイトセ

ンター（緊急事態応急対策拠点施設）はどのように活用

され、それによりどのような教訓が得られたのか。また、

事故後、同センターの立地基準は発電所から５～30km圏

内に変更されたが、発電所近傍に設置を必要とする理由
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大臣、松本内閣府大臣政務官、政府参考人及び会計検査院当局並びに参考人に対し質疑を行いました。 

（参考人）日本銀行企画局長      内 田 眞 一君 
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は何か。 

・原子力規制委員会は、原子力発電所で重大事故が起きた

際の、住民避難等の判断に「ＳＰＥＥＤＩ」（緊急時迅速

放射能影響予測ネットワークシステム）の情報を今後利

用しないことを決定したが、その理由は何か。 

・地方公共団体が作成する原子力災害時の住民避難計画に

ついて、国が関与してその実効性を担保するための法的

枠組みを整備する必要があると考えるが、政府の見解を

伺いたい。 

 

 

池 内 さおり君（共産） 

・安倍内閣における内閣官房報償費の執行について、会計

検査院はいつ、どのような検査を実施したのか。 

・内閣官房報償費に係る支払決定書は国民に情報公開され

るまで廃棄してはならないと考えるが、菅内閣官房長官

の見解を伺いたい。 

・ヘイトスピーチに関して、法務省は、平成 26年８月に人

権啓発に関するパンフレットを刊行して以降、その取組

に対する姿勢が積極的になったと感じられるが、その理

由は何か。 

 

２ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律案（内閣提出第８号） 

  ・有村国務大臣から提案理由の説明を聴取しました。 

 

 


